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まとめに向けて 

 

 

以下は業務計画書に書かれた 5カ年の計画です（全ての参加機関が揃っている平成 21 年度の業務

計画書から抜粋しましたが，5カ年を通して同じ文言です）． 

 

３．委託業務の目的    

    

首都圏で中感度地震観測網を構築して自然地震を観測し、このデータに基づいてプレート

構造を推定し、制御震源等を用いた地殻構造探査の結果と合わせて首都圏で発生する大地震

の震源域の地震学的構造を明らかにする。歴史地震等の記録の収集・整理・再評価を行い首

都圏で発生する大地震の発生時系列を明らかにする。さらに、首都圏で発生する地震の震源

断層モデル・地下構造等のモデルを高度化して、南関東で発生するＭ７程度の地震をはじめ

とする首都直下地震の詳細を明らかにし、首都直下地震の長期予測の精度向上や、高精度な

強震動予測につなげることを目的とする。 

東京大学地震研究所では、（１）地震計を用いた自然地震観測によるプレート構造調査、

（２）制御震源を用いた地殻構造探査、（３）歴史地震等の記録の収集、整理及び再評価、

（４）震源断層モデル等の構築、（５）プロジェクトの管理運営を行う。 

防災科学技術研究所では、（６）統合処理によるプレート構造調査研究及びデータ保管、

（７）想定首都直下地震に関する強震観測研究を行う。 

神奈川県温泉地学研究所では、（８）伊豆衝突帯の地震活動調査によるプレート構造調査

研究を行う。 

名古屋大学大学院環境学研究科では、（９）地震記象の収集と解析による過去地震の調査

研究を行う。 

京都大学防災研究所では、（１０）震源断層モデル化手法の高度化に関する調査研究を行

う。 

東京工業大学大学院総合理工学研究科では、（１１）首都圏周辺の高精度な地盤モデルの

構築を行う。 

千葉大学大学院理学研究科では、（１２）長時間地殻変動からみた首都圏下の地殻構造

調査研究を行う。 

東北大学大学院理学研究科では、（１３）東北地方の地震記象を用いた首都圏の過去

地震の調査研究を行う。 

 

 

（１） 地震計を用いた自然地震観測によるプレート構造調査 

首都圏に新たな中感度地震観測点を機動的に設置し、自然地震の稠密観測を行う。これに

より、精度の高い震源分布や強震動予測に必要な地震波速度と非弾性常数の三次元的な分布

を明らかにするとともに、プレート境界面の形状やプレート内における弱面の存在等を把握

する。特に、フィリピン海プレート内部（スラブ内）の構造を解明する。 

 

（２） 制御震源を用いた地殻構造探査 

首都圏において、制御震源を用いた反射法・屈折法地震探査等を行い、１０ｋｍ～１５ｋ

ｍ程度の深さまでの地殻の速度構造や不連続面の形状等を把握する。制御震源のほかに自然
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地震も併用して詳細な地殻・上部マントル構造断面を明らかにする。地殻・上部マントル構

造と地質学的な長時間地殻変動データから、地殻・スラブ内変形をモデル化する。 

    

（３） 歴史地震等の記録の収集、整理及び再評価 

過去の地震及び近代観測がなされて以降の地震について記録を収集、整理するとともに、

（１）、（２）の成果等を踏まえた解析を行うことにより、これらの地震について再評価し、

「その他の南関東の地震」としてまとめて評価を行ったＭ７程度の地震の震源域の位置（プ

レート境界地震、スラブ内地震）、繰り返しの有無等を推定する。 

 

（４） 震源断層モデル等の構築 

（１）～（３）で得られたデータ等を総合して、プレート境界地震、スラブ内地震のそれ

ぞれについて、地震発生場所の絞込み、地殻やプレートを含む地下構造モデルの構築、さら

には震源断層モデルの構築等を行う。首都圏に脅威をもたらす地震の解析、地下構造モデル

の構築なども行って、長周期地震動予測地図の作成や首都直下地震の強震動予測につなげる。

また、地震の破壊成長とスケーリング、スラブ内地震による強震動予測、高速な地震動予測

手法などの研究を行い、震源断層モデルや強震動予測の高精度化につなげる。 

 

（５）「首都直下地震防災・減災特別プロジェクト ①首都圏でのプレート構造調査、震源

断層モデル等の構築等」の管理・運営 

「首都圏でのプレート構造調査、震源断層モデル等の構築等運営委員会」を開催し、プロ

ジェクトの総括的・効率的な運営を図る。また、サブプロジェクト①～③を統合した年次報

告書の作成に協力する。 

 

（６）統合処理によるプレート構造調査研究及びデータ保管 

（１）に関連する。新たに設置される中感度稠密地震観測データと、首都圏内において深

さ３０００ｍの基盤岩に達する深層地震観測を含む既存の高感度地震観測データとの統合処

理を行い、自然地震波形データベースを構築・保管すると共に、高精度震源・メカニズム解

決定に基づく地震クラスターの分類、３次元地震波速度・減衰構造、地震波形解析に基づく

プレート境界面形状及び浅部地震基盤構造を明らかにし、首都直下におけるプレートモデル

を構築する。 

 

（７）想定首都直下地震に関する強震観測研究 

（４）に関連する。高精度な強震動予測を実現するためには、離散的に配置された観測点

で得られた地震記録から面的な地震動分布を精度良く推定することが重要である。一方、観

測点で得られる地震記録は、設置環境や周辺の地盤の影響を強く受けるため、それらデータ

から面的地震動分布を推定するためには、観測点周辺の地盤・設置環境の評価が重要となる。

本業務では、観測点の地盤・設置環境調査を実施することにより、面的な地震動分布の推定

精度向上につなげる。さらに、自然地震観測によるプレート構造調査のために設置される中

感度地震観測網と、既存の K-NET、 KiK-net 等のデータと併合処理することにより、強震動

の面的分布を高精度に推定する。 

 

（８）伊豆衝突帯の地震活動調査によるプレート構造調査研究 

（１）に関連する。伊豆衝突帯周辺及び首都圏西部に中感度地震観測点を設置し、自然地

震の観測を行う。（１）で設置した観測点などのデータと結合し、精度の高い震源分布、応
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力分布、速度構造やＳ波スプリッティングなどを解析し、伊豆衝突帯のフィリピン海プレー

ト内部（スラブ内）の構造を解明する。 

 

（９）地震記象の収集と解析による過去地震の調査研究 

（３）に関連する。首都圏で発生した歴史地震等の再評価を行うには、地震の発生メカニ

ズム等を明らかにする必要がある。このため、地震記録の収集・整理・再評価を行い、首都

圏で発生する大地震の発生メカニズム、余震活動を明らかにする。 首都直下地震の震源断層

モデルを高度化し、首都直下地震の長期予測の精度向上や、高精度な強震動予測につなげる

ことを目的とする。  

 

（１０）震源断層モデル化手法の高度化に関する調査研究 

（４）に関連する。広帯域強震動生成に関係するすべり分布や応力降下量、破壊様式とい

った震源断層のパラメータの把握とその地域性・深さ依存性についての分析を行う。そのた

め、既往のプレート境界地震、スラブ内地震を中心とした震源断層モデルの収集及び広帯域

地震波を用いた震源過程の解析による結果の分析を行い、首都直下で発生する地震に対する

震源断層モデルの高度化に寄与する。 

 

（１１）首都圏周辺の高精度な地盤モデルの構築 

（４）に関連する。首都圏の浅部地盤および深部地盤の既存の地盤モデルを収集・整理す

るとともに、新しいデータの追加を図り、表層から地震基盤に至る切れ目のない３次元地盤

モデルの作成を行う。ここで得られた結果を、個別研究テーマ（４）「震源断層モデル等の

構築」で実施する首都直下地震の強震動予測の高度化に利用する。 

 

（１２）長時間地殻変動からみた首都圏下の地殻構造調査研究 

（２）に関連する。関東地域南東部の過去３００万年間の地殻上部変動経過を復元し、そ

れをもたらしたプレート運動を最近１００万年間にしぼって数値実験を通じて解明する。本

研究の成果は、個別研究テーマ（２）「制御震源を用いた地殻構造探査」で目的としている

地殻と沈み込むプレートの相互作用について明らかにするもので、スラブ内変形についても

拘束条件を与える。  

 

 

  （１３）東北地方の地震記象を用いた首都圏の過去地震の調査研究 

（３）に関連する。首都圏で発生した過去の地震等の再評価を行うには、それらの地震の

発生メカニズム等を明らかにする必要がある。このため、東北地方で得られた首都圏で発生し

た過去の地震記録の収集・整理を行い、首都圏で発生する大地震の発生メカニズム、余震活動

の特徴を明らかにする。 首都直下の地震テクトニクスを高度化し、首都直下地震の長期予測

の精度向上や、高精度な強震動予測につなげることを目的とする。 
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